
資料６ 

リスクコミュニケーションのあり方に関する勉強会の設置について（案） 

（平成 年 月 日食品安全委員会決定） 

 

１ 趣旨 

  平成１５年に成立した食品安全基本法において、食品安全行政に国民の健康保護を優先

するリスクアナリシス（リスク分析）の考え方が導入された。 

  リスクコミュニケーションは、同法第 13 条における「関係者相互間の情報及び意見の交

換を図るための措置」として、リスク評価、リスク管理とともに、リスクアナリシス（リ

スク分析）を構成する重要な要素のひとつである。 

  食品安全委員会においては、これまで、食品健康影響評価の結果に関する意見交換会、

講演会等への講師派遣、季刊誌の発行、メールマガジンの配信等の様々な手段によってリ

スクコミュニケーションの促進に取り組んできたところである。 

  しかしながら、食品の安全性に関するリスクコミュニケーションの意義、目的、目的を

達成するために必要な方法等は必ずしも確立されておらず、食品安全委員会の新たな 10

年に向けて、より適切かつ効果的なリスクコミュニケーションを推進していくためには、

今一度、基本に立ち返り、リスクコミュニケーションのあり方を検討することが必要であ

る。 

  このため、今般、食品安全委員会の下に、「リスクコミュニケーションのあり方に関す

る勉強会」（以下「勉強会」という。）を設置する。 

 

２ 構成及び運営 

（１）勉強会は、委員長の指名する者（別紙。以下「勉強会メンバー」という。）により

構成する。 

（２）勉強会に座長を置き、勉強会メンバーの互選により選任する。 

（３）座長は勉強会の会議を招集し、議事をつかさどる。 

（４）座長に事故があるときは、勉強会に属する勉強会メンバーのうちから座長があらか

じめ指名する者が、その職務を代理する。 

（５）座長が必要と認めた場合には、勉強会の会議に勉強会メンバー以外の有識者の参加

を求めることができる。 

（６）勉強会の会議、議事録等は原則として公開とするが、個人の秘密等が開示され特定

の者に不当な利益又は不利益をもたらすおそれがある場合においては、「食品安全委

員会の公開について」（平成１５年７月１日食品安全委員会決定）に準じて取り扱う。 

（７）勉強会の検討の結果は、食品安全委員会に報告する。 

 

３ その他 

  上記に定めるもののほか、勉強会の運営に関し必要な事項は、座長が勉強会に諮って定

める。 
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